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（2013年8月区域設定時） （2019年４月時点）
避難指示区域からの避難対象者数 約8.1万人 約2.3万人（約5.8万人減）
避難指示区域の面積 約1,150㎢ 約340㎢（約810㎢減）

(注)避難指示区域からの避難者数は、市町村からの聞き取った情報（それぞれ、平成25年8月8日時点、平成31年4月10日時点の住民
登録数）を基に、原子力被災者生活支援チームが集計。

・

●2019年4月10日、福島第一原子力発電所立地自治体として初めて、大熊町の一部を解除。これにより、双葉町を除き、全
ての居住制限区域・避難指示解除準備区域が解除。
●双葉町についても、避難指示解除準備区域の避難指示解除に向けた取組が進められているほか、双葉町・大熊町・富岡町で
は、2020年に特定復興再生拠点区域の一部先行解除を目指す。

出所：居住者数・居住世帯数は各自治体調べ。％はそれぞれの時点における住
民登録数に対する割合。田村市、葛尾村、南相馬市、飯舘村、川俣町、
浪江町、富岡町、大熊町については、旧避難指示解除準備区域・居住制
限区域の数値。川内村、楢葉町は半径20km圏外を含む全域の数値。

区域設定時から
約5年8か月

避難指示の解除について
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解除日 居住者数 時点
2014年 4月 1日：田村市 225人(81%) 2019年6月30日
2014年10月 1日：川内村（一部）
2015年 9月 5日：楢葉町 3,761人(55%) 2019年6月30日
2016年 6月12日：葛尾村 326人(27%) 2019年7月1日
2016年 6月14日：川内村 2,088人(81%) 2019年7月1日
2016年 7月12日：南相馬市 4,161人(50%) 2019年6月30日
2017年 3月31日：飯舘村 1,324人 2019年6月1日

川俣町 364人(46%) 2019年7月1日
浪江町 1,057人 2019年6月30日

2017年 4月 1日：富岡町 1,064人 2019年7月1日
2019年 4月10日：大熊町 66人 2019年7月1日

●居住制限区域・避難指示解除準備区域の解除の経緯・居住状況

●今後の避難指示解除の見込み
・双葉町（町の96％が帰還困難区域(人口ベース)）
避難指示解除準備区域（中野地区等）において、産業拠点等の造成が進展。
町としては、2020年3月までの避難指示解除を目指している。
・特定復興再生拠点区域
双葉町・大熊町・富岡町では各町の計画に基づき、2019年度末までの常磐線の全線再開時に
先行的な避難指示解除を目指す。加えて、各町村とも2022年又は2023年に全域解除を目指す。
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※１ 「常磐線の全線運転再開の見通しについて」
（東日本旅客鉄道株式会社、平成２８年３月1０日）

竜田～広野駅間
平成２６年６月１日に
運転再開済

原ノ町～小高駅間
平成２８年７月１２日に
運転再開済

富岡～竜田駅間
平成２９年１０月２１日に
運転再開済

広野町

楢葉町

南相馬市

大熊町

富岡町

双葉町

浪江町

磐城太田駅

大野駅

夜ノ森駅

原ノ町駅

広野駅

双葉駅

富岡駅

木戸駅

竜田駅

小高駅

桃内駅

浪江駅

20km

福島第一
原子力発電所

福島第二
原子力発電所

運行中

居住制限区域

小高～浪江駅間
平成２９年４月１日に
運転再開済

浪江～富岡駅間
令和元年度末までの
開通を目指す※1

至 仙台

至 上野

避難指示解除準備区域

帰還困難区域

運行休止

※線量は平成23年12月26日「ステップ２の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及
び今後の課題について」原災本部決定時点

ＪＲ常磐線（避難指示区域内）の開通の見通し

 ＪＲ常磐線は、浪江～富岡駅間以外運転再開済。令和元年度末までの全線開通を目指す。

３



2018.8.2 改定

４

 被災地の復旧・復興の推進を図るた
め、帰還困難区域における主要幹線
道路を対象に、一定の要件の下、通
過交通を認めている。

 国道６号・県道３６号（平成２６
年９月～）、国道２８８号－県道
３５号の一部区間（平成２７年２
月～）、常磐自動車道（平成２７
年３月～）等については、当該制度
において通行証の所持・確認が不要な
ルートとして規定。

帰還困難区域における通行可能ルート
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